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研究成果の概要（和文）：サステイナビリティを実現するための、都市エリアと農山村エリアを

広く対象としたエクメーネ全体のマネジメント手法を新たに提示した。まず、エクメーネの劣

化の実態と、個人の行動がそれに如何に影響を及ぼしているかを定量的に把握した。また、エ

コロジカル・フットプリントなどの新規指標に基づく地域間環境負荷トレード制度の提案、評

価システムに基づく改善ガイドラインの提示を行うとともに、ソーシャル・キャピタルを考慮

した支援システムについてもあわせて提供を行った。  

 
研究成果の概要（英文）：It is required to proceed the new strategic ökumene management 
to realize sustainability. This study clarified the reality of decaying ökumene region 
and significant effects caused by human activities. The modified ecological footprint 
index and the interregional cap and trade system based on this index is also introduced 
to improve this situation. Total evaluation system proposed in this research provides 
numerical guidance for future direction. Besides, technical support system considering 
the social capital is also applied.  
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１．研究開始当初の背景 
 サステイナビリティ実現のため、都市部や

農村部といったそれぞれ役所や組織の縦割
りで議論を行うのではなく、人間の居住空間
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であるエクメーネを広い視点で捉える必要
があり、そのような観点から取り組まれた研
究は存在しなかった。特に、各所で政策とし
て導入されはじめた都市コンパクト化政策
とエクメーネ・マネジメントの連動、エコロ
ジカル・フットプリント指標などエクメー
ネ・マネジメントのためのわかりやすい指標
の導入、広域的な政策効果予測システムの構
築、および実際に人間の行動を変容させるた
めにソーシャル・キャピタルを配慮したコミ
ュニケーションベースの支援システム導入
などが必要とされていた。 
 
２．研究の目的 
以上のような背景のもとで、本申請ではサ

ステイナビリティ実現のために必要とされ
るエクメーネ・マネジメントを効果的に実施
するための指針とツールを体系的に提示す
ることを目的とした。 
 具体的には下記の６項目を詳細な目的と
した。 
1)エクメーネ・マネジメントに関連するコン

セプト・計画方策の体系的整理 
2)エクメーネがおかれている現状の実態把

握 
3)要因分析（エクメーネ上で活動する個人の

社会経済変化に対する反応特性の把握） 
4)マネジメントのための適切な指標の提案

とその応用 
5)戦略的評価システムの構築とそれに基づ

く簡便なガイドラインの提示 
6)ソーシャル・キャピタルを考慮した戦略的

支援システムの構築 
 
３．研究の方法 
 先述した６つの目的それぞれに対応し、下
記のような研究方法を採用した。 
1)エクメーネ・マネジメントに関連するコン

セプト・計画方策の体系的整理：国内外の
最新の研究状況、政策の実態を幅広く網羅
的に調査した。 

2)エクメーネがおかれている現状の実態把
握：各種統計調査に加え、独自に現地踏査
を行うことでその実態を把握するととも
に、その変化状況についても追跡を可能と
した。 

3)要因分析（エクメーネ上で活動する個人の
社会経済変化に対する反応特性の把握）：
意識調査を独自に実施し、様々な社会経済
要因に対する個人の反応状況を見ること
を通じ、エクメーネの伸長に各種要因が及
ぼす感度を明らかにした。 

4)マネジメントのための適切な指標の提案
とその応用：都市的な活動（環境負荷発生
側）と食糧生産現場や森林（環境負荷吸収
側）のバランスを吟味できる指標を実際に
提案・導入する。具体的にはエコロジカ

ル・フットプリント指標を用いた地域間キ
ャップアンドトレードシステムの提案を
行った。 

5)戦略的評価システムの構築とそれに基づ
く簡便なガイドラインの提示：実際の地域
を対象に、エクメーネ・マネジメントの戦
略的評価システムの構築を行った。対象は
都心から中山間地域までを広く含むこと
とし、また得られた結果がそのまま今後の
行動指針となるガイドラインとなるよう
な構成をとった。 

6)ソーシャル・キャピタルを考慮した戦略的
支援システムの構築：いくらガイドライン
で方向性を提示しても、それが社会の中で
実現されなければ何の意味も持たない。実
現化のための支援システムの構築を住民
のみならず、ガイドラインの実現を左右す
る役割を担う地方の行政担当者を広く召
集し、ソーシャル・キャピタルの喚起を通
じたコミュニケーション実験を実際に実
施した。 

 
４．研究成果 
 分析の結果を総合すると、具体的に得られ

た成果は以下の8項目に集約できる。 

1)空間的な実態分析を通じ、多くの地域で既

に人口減少がはじまっているにも関わらず

、実際の都市空間はむしろ拡散を続けてい

ることを定量的に明らかにした。都市、農

地、山林などがそれぞれに関わる組織・制

度で縦割り的に管理されていることの弊害

や、然るべき仕組みが無いことで、空間の

リサイクルが進んでいないことも明らかに

された。エクメーネ全体としては劣化が進

行しており、分野横断的なモニタリングを

はじめ、分析・支援制度導入の必要性が示

された。 

2)個人の活動に伴う環境負荷の総量は経年的

に増大を続けており、特に交通環境負荷に

ついてみれば、静的には都市コンパクト化

の効果が見られるものの、動的(時系列的)

には効果が見られない(同じ密度であれば、

むしろ環境負荷は経年的に増大している)

ことが明らかとなった。特に大都市部より

地方都市でこの傾向は顕著であり、単なる

都市コンパクト化の掛け声だけでは一向に

改善につながらないことを数値的に明示し

た。また、これにあわせて詳細な地域構造

の差異が交通環境負荷の大きさに及ぼす影

響をあわせてモデル化することで、密度と

都市構造を連動させることの必要性を数値

として具体的に提示した。 

3)エクメーネ・マンジメントを効果的に、か

つわかりやすく実施するため、数多くの環

境指標の中からエコロジカル・フットプリ



 

 

ント指標を総合化指標として改良して用い

ることとした。特に、地区整備手法が異な

ることにより、そこで発生する環境負荷も

大きく異なることをエコロジカル・フット

プリント指標を用いて初めて明らかにし、

スプロール型拡散地域の持つ環境面での課

題を数値的に明らかにした。 

4)各自治体がエクメーネ･マンジメントを積

極的に進めることのインセンティブが生じ

るような制度を新たに提案した。具体的に

は環境負荷の発生・吸収を最も包括的に捉

えることのできるエコロジカル・フットプ

リント指標を用い、環境負荷発生を下げる

都市コンパクト化政策や、環境負荷吸収力

を高める農地・森林整備方策を同列で評価

できる仕組みを構築した。あわせて環境負

荷・吸収量をエコロジカル・フットプリン

ト指標に一律換算することにより、地域間

でそれらをキャップ・アンド・トレードで

きる仕組みをあわせて提示した。この仕組

みを導入できれば排出量取引などで海外に

流出する資金を抑えるとともに、国内での

良質なエクメーネ・マネジメント策の多く

をファイナンスすることが可能となること

が示された。 

5)様々な社会経済環境の変化が、将来的にエ

クメーネ・マネジメントにどのような影響

を及ぼすかを把握するため、十分なサンプ

ル数に基づく意識調査を実施した。特にガ

ソリン価格高騰時のタイミングにあわせて

交通行動の変化やエクメーネのあり方に関

する将来意識もあわせて調査することで、

炭素税導入時の政策検討を可能とした。こ

の結果、居住地の違いを含む個人属性の差

が弾力性に大きく影響することが明らかと

なり、エクメーネ・マネジメント推進のた

めの動的な支配要因を明らかにすることが

できた。 

6) 戦略的評価システムの構築とそれに基づ

く簡便なガイドラインの提示を行った。具

体的には都心から中山間地域までを幅広く

含む広島広域都市圏を対象に、エクメーネ

・マネジメントの戦略的評価システムの構

築を行った。この結果、郊外地域のコント

ロールがエクメーネ全体のパフォーマンス

に大きな影響を及ぼすこと、さらに今まで

はコンパクト化政策の影に隠れていた価格

政策（炭素税政策）の波及効果が非常に大

きいことなどが新たに明らかにされた。 

7)また、ミクロベースで個人の行動分析を実

施したところ、広域合併を重ねた中山間地

域などは、むしろ大都市が目指すようなコ

ンパクト化政策を目指さない方が、エクメ

ーネ・マネジメント促進の上では意義ある

ことが新たに示された。特に公共交通の整

備が不十分で自動車に依存した状況のもと

では、広域都市の単一中心地へ機能をコン

パクトに集中させることはむしろ環境負荷

を増大させ、その圏域が内在する様々なリ

スクをむしろ大きくする側面が強いことが

示された。以上のことから、広域合併に関

する真摯な反省を行う必要を喚起するとと

もに、これら地域特性を適切に反映したエ

クメーネ・マネジメントを進める必要性が

示された。 

8)ソーシャル・キャピタルを考慮したエクメ

ーネ・マネジメント推進のための支援シス

テムを新たに提案した。特に住民のみなら

ず、都市構造マネジメントに実際に強い影

響力を持つ行政担当者のソーシャル・キャ

ピタルに着目し、コミュニケーションベー

スでその効果計測を可能とし、実際に百を

超える自治体職員を対象にその適用を行い

、所定の成果を得た 
 以上の多くの新たな成果より、本研究の目
的は十分に達せられたが、この過程を通じて
以下に示すような次の課題も新たに発見さ
れた。 
1)エコロジカル・フットプリント指標の精緻
化と操作性の相反する目的の両立。 

2)ガイドライン化した数値の精度の保証と
移転可能性の更なる検討。 

3)居住者、および行政担当者のソーシャル・
キャピタル醸成のための効果的方策の導
入。 

 なお、研究申請時には必ずしも一般的とは
捉えられなかった本テーマが、現在において
は国や地方の審議会など各所で取り上げら
れるようになってきたことは紛れも無い事
実である。本研究に基づく一連の成果が実際
の政策に引用される局面も見られており（た
とえば、社会資本整備審議会など）、研究領
域としての一層の発展が期待されよう。 
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